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共同申請について

• 以下の場合は、必ず承継者及び被承継者による共同申請をすること

- 事業再編・事業統合を伴う事業承継が交付申請以降に行われる場合、承継者（事業を引き継ぐ予定の者）

及び被承継者による共同申請とすること

- 複数の被承継者による事業再編・事業統合を伴う事業承継が交付申請以降に行われる場合、承継者（事業

を引き継ぐ予定の者）及び関係する全ての被承継者による共同申請とすること

• 以下の場合は、承継者及び被承継者による共同申請を行うことが可能

- 事業承継の形態が株式譲渡、株式交換又は株式移転

- 承継者が行う経営革新等に係る取組が被承継者の経営革新（経営

革新に伴う廃業含む）等に係る取組と一体不可分かつシナジー効果が

高い場合 【一体不可分の

共同申請のみ】

被承継者が取り扱った

経費（廃業費も含

む）も補助対象経費

として申請可能

予定の

共同申請

一体不可分

の共同申請

A社
（承継者）

株式譲渡後

B社
（被承継者）

株主X
株式譲渡

承継者及び被承継者による共同申請をする場合は以下の通り

A社
（承継者）

B社
（被承継者）

補助対象事業

（経営革新等に係る取組）

地域銘菓新商品開発

菓子

製造業

B社の菓子製造ノウハウを生かし
経営革新に係る取組等（廃業等

も含む）を実施したい
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共同申請できる事業承継の形態

一体不可分の共同申請の事例

株式譲渡

株式交換

株式移転

A社
（承継者）

B社
（被承継者）

株主X A社
（承継者）

B社
（被承継者）

A社
（承継者）

B社
（被承継者）

株主X 株主Y

A社
（承継者）

B社
（被承継者）

株主X 株主Y

A社
（被承継者）

B社
（被承継者）

株主Y株主X

A社
（被承継者）

B社
（被承継者）

株主X 株主Y

C社
（承継者）

共同申請できない事業承継の形態

事業譲渡

共同申請

共同申請

共同申請

A社
（承継者）

B社
（被承継者）

X事業

A社
（承継者）

B社
（被承継者）

X事業

吸収分割

吸収合併・新設合併（下図は吸収合併）

A社
（承継者）

B社
（被承継者）

X事業

A社
（承継者）

B社
（被承継者）

X事業

A社
（承継者）

B社
（被承継者）

株主Y株主X
株主X 株主Y

A社
（承継者）

B社
（消滅）

*1：経営者交代型（Ⅰ型）における同一法人内での経営者交代は一体不可分の共同申請の対象外
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廃業費を一体不可分の共同申請する事例（株式譲渡の場合）

廃業費の共同申請の事例

A社

（承継者）

B社

（被承継者）

補助対象事業

地域銘菓新商品開発

菓子

製造業

新たに株式譲渡により買収し、グループ会社化したB社の菓
子製造ノウハウを生かし、地域経済を活性化させるために新

たな地域銘菓を開発する経営革新に係る取組を実施する

A社

（承継者）

B社

（被承継者）

株主X

株式譲渡

共同申請

補助対象経費

・設備費（B社）
・原材料費（B社）

・マーケティング調査費（A社）
・移転・移設費（B社）

A社が負担したマーケティング調査費に加え、A社子会社で
あるB社の研究開発・製造ノウハウにより新商品開発を行う
ため、B社が負担した設備費、原材料費を補助対象経費
とする。また、新商品製造のためにB社の既存設備・機械を
効率化するため、移転・移設費も補助対象経費とする

A社

（承継者）

B社

（被承継者）
研究開発

製造

マーケティング

販売

補助対象事業の

役割分担

一体不可分


